
◎独立行政法人日本スポーツ振興センター法の一部を改正する法

律 
（平成二九年三月三一日法律第八号）（衆）   

一、 提案理由（平成二九年三月二三日・衆議院本会議） 

○永岡桂子君 ただいま議題となりました両法律案につきまして申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、独立行政法人日本スポーツ振興センター法の一部を改正する法律案につきまし

て、提案の趣旨及びその内容を御説明申し上げます。 

 独立行政法人日本スポーツ振興センターが運営する災害共済給付制度は、学校等の管

理下で発生した児童生徒等の災害に対して給付を行うものであり、全国の約千七百万人

の児童生徒等の万一の事故の際の安心にとって不可欠なものとなっております。 

 しかしながら、現在、専修学校高等課程、企業主導型保育施設及び認可外保育施設に

ついては、災害共済給付制度の対象となっておりません。 

 そこで、本案は、専修学校高等課程の管理下における生徒の災害について、災害共済

給付の対象にするとともに、企業主導型保育施設及び一定の基準を満たす認可外保育施

設の管理下における児童の災害について、当分の間、災害共済給付の対象にしようとす

るものであります。 

 本案は、二十二日、文部科学委員会において、全会一致をもって委員会提出の法律案

とすることに決したものであります。 

 なお、本委員会におきまして、本案に関し、独立行政法人日本スポーツ振興センター

が運営する災害共済給付制度に関する決議が行われたことを申し添えます。 

 何とぞ御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

○決議（平成二九年三月二二日） 

子供たちが学校等において毎日を安心して過ごすためには、施設の安全対策が徹底

されるとともに、万一事故が発生した場合の公的補償制度の整備が不可欠である。そ

の公的補償制度として、独立行政法人日本スポーツ振興センターが運営する災害共済

給付制度により、学校等の管理下で発生した事故に対して給付を行っている。 

 今般、企業主導型保育事業を行う施設や一定の基準を満たす認可外保育施設等の管

理下における児童の災害についても、災害共済給付の対象にしようとする「独立行政

法人日本スポーツ振興センター法の一部を改正する法律案」を起草する運びとなった。 

 政府は、同法の施行及び災害共済給付制度の運用に当たり、次の事項の実現に万全

を期すべきである。 

一 改正後の独立行政法人日本スポーツ振興センター法附則第八条第二号及び第五号

の規定による設備及び運営が認可保育所等に係る基準に準ずるものとして文部科学

大臣及び厚生労働大臣が定める基準の設定に当たっては、認可外保育施設等におけ

る安全対策などにより一定の保育の質を確保しつつ、制度加入施設が拡大されるよ



う努めること。また、居宅訪問型保育事業、子育て援助活動支援事業、一時預かり

事業、放課後児童健全育成事業を行う施設等についても、加入対象となるよう、引

き続き検討を行うこと。 

二 平成二十七年度から災害共済給付制度の加入対象となっている家庭的保育事業、

小規模保育事業及び事業所内保育事業を行う施設の加入率が低迷していることから、

施設の早期加入による子供の事故に対する公的補償の必要性が利用者から指摘され

ていることを踏まえ、加入対象である全ての施設が制度に加入するよう、制度の周

知徹底に努めるとともに、年度途中であっても加入が可能となるよう、独立行政法

人日本スポーツ振興センターの体制整備を前提として、制度の見直しを検討するこ

と。 

三 改正後の独立行政法人日本スポーツ振興センター法附則第八条第二号及び第五号

に規定する保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業及び事業所内保育事業を行う

施設に準ずる保育の質を確保している施設が加入から漏れることのないよう、制度

の周知徹底と加入促進に努めること。また、認可外保育施設指導監督基準を満たし

ている施設についても、加入対象となるよう、引き続き検討を行うこと。 

右決議する。 

二、 参議院文教科学委員長報告（平成二九年三月三一日） 

○赤池誠章君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、文教科学委員会にお

ける審査の経過と結果の御報告を申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、独立行政法人日本スポーツ振興センター法の一部を改正する法律案は、衆議院

文部科学委員長提出によるものであり、高等専修学校及び認可保育所と同等の基準を満

たす保育施設について、独立行政法人日本スポーツ振興センターが行う災害共済給付の

対象としようとするものであります。 

 委員会におきまして、趣旨説明を聴取した後、採決の結果、本法律案は全会一致をも

って原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年三月三〇日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ 

る。 

一、改正後の独立行政法人日本スポーツ振興センター法附則第八条第一項第二号及び第

五号の規定による設備及び運営が認可保育所等に係る基準に準ずるものとして文部科

学大臣及び厚生労働大臣が定める基準の設定に当たっては、認可外保育施設等におけ

る安全対策などにより一定の保育の質を確保しつつ、制度加入施設が拡大されるよう

努めること。また、居宅訪問型保育事業、子育て援助活動支援事業、一時預かり事業、



放課後児童健全育成事業を行う施設等についても、加入対象となるよう、引き続き検

討を行うこと。 

二、平成二十七年度から災害共済給付制度の加入対象となっている家庭的保育事業、小

規模保育事業及び事業所内保育事業を行う施設の加入率が低迷していることから、施

設の早期加入による子供の事故に対する公的補償の必要性が利用者から指摘されてい

ることを踏まえ、加入対象である全ての施設が制度に加入するよう、制度の周知徹底

に努めるとともに、年度途中であっても加入が可能となるよう、独立行政法人日本ス

ポーツ振興センターの体制整備を前提として、制度の見直しを検討すること。 

三、改正後の独立行政法人日本スポーツ振興センター法附則第八条第一項第二号及び第

五号に規定する保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業及び事業所内保育事業を行

う施設に準ずる保育の質を確保している施設が加入から漏れることのないよう、制度

の周知徹底と加入促進に努めること。また、認可外保育施設指導監督基準を満たして

いる施設についても、加入対象となるよう、引き続き検討を行うこと。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


